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　はじめに

郵便局は、明治時代初期に郵便制度が創設され１３０年余りが経った。当時は殖産興業政策、文明開化、富国強兵のもと、近代産業の発展に欠かせない通信制度の整備が進められた。その一環として全国的郵便網が張り巡らされた。そして全国均一料金制という安価で確実な通信の利便性のおかげで、郵便が私たちの身近な存在になっていった。郵便局は地域に根強い信頼を与えた親近感のわく政府事業だといえる。経済成長にあわせて政府の事業も拡大していき、やがて重荷になっていった。バブルの崩壊で国の財政は厳しいものになっていき、少子高齢化などの社会問題も追い討ちをかけた。今の郵政の運営では国家財政の将来世代への負担

が増加するいっぽうで、それは国民負担の増加を意味するので、改革が必要だという風潮が強まっていった。

　なぜ郵政民営化で賛否両論の激しい論争になっているのは、やはり私たちひとりひとりが考えなければならないからということも主張しているのであろう。

　今回新人戦のテーマとして郵政民営化を考えていくにあたって、ただ政府や専門家の主張に同調するのではなく、あくまでも私たちの班としてどう考えていくかを歴史的、構造的、横断的観点から分析し、経済理論を用いながら論理的な考察をしていく。私たちの考えは最初、郵政民営化に対して漠然とした考えでしかなかった。民営化の意義を考え、理論を用いた説得力のある説明ができるようにし、私たちの分析を論理的に、有機的にとらえ、根拠のあるものにしていきたい。
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私たちは民営化を考えるにあたって、なぜ民営化が必要なのかを考えた。その答えは「効率化が起こり、市場での競争が起こることによる経済成長の期待」である。私たちはミクロ、マクロの観点から民営化を分析し、その結果に基づき民営化の必要性を述べる。そこで、郵政の現状を把握し、今ある問題点を調べ上げ、その問題について私たちなりにミクロ、マクロの視点からアプローチを試みることにした。

そこで、第一章では郵政が民営化されえることの伴い現在の郵政の内容や行っていることにどのようになるのかなどの現状分析を中心に行った。現在郵政の主な事業として「簡易保険」「郵便貯金」「郵便」の三つがある。「簡易保険」は今まで一種類しか保険の種類がなく、さらに上限がほかの民間保険会社に比べて少なかったのが現状である。しかし、今回民営化されるにあたって保険の上限が廃止され、種類も豊富になる予定である。
「郵便貯金」は民営化される以前の貯金に関しては政府の保障があり、民営化後のものには保障がない。などの矛盾があり、民間金融企業などから批判の声が上がっている。
「郵便」に関しては伝達手段として今まで主流だった手紙の需要が減りつつあり、さらに民間企業の波に押されつつあるのが現状である。そんな郵政が目をつけているのが海外郵便で、現在郵政のシェアは日本国内が中心だった。しかし、今の海外郵便の状態を見ると三・四社が独占状態にある。郵政の中に入り海外シェアを獲得したいと思っているのが現状である。さらに第一章では過去の民営化についても取り上げている。

第二章では、郵政民営化に伴う問題点への批判を論じる。郵政民営化については、民営化後に発生しうるとされている数々の問題点が挙げられている。しかし、これらの問題点について分析していくと、政府がすでに民営化後の政策を執っていて、起こることは考えられない問題や、これから政策が採られることによって解決されうると考えられる問題が数々あった。この章では、それらの問題点についていくつかの点にはその誤りを明らかにし、またいくつかの問題については、これからその問題点の解決のために執られるべき策のひとつの案として提案をしていく。

具体的には、民間会社になると将来は採算の取れない過疎地の郵便局は次々に閉鎖されてしまうのではないかという懸念、過疎地の郵貯・簡保はなくなってしまうのではないかという懸念の誤りを明らかする。また、郵政民営化で外資に株が多量に買われ郵貯・簡保が外皮に支配されてしまうのではないかという懸念、郵貯・簡保が国債を買わなくなる利子率の大幅な上昇が起きるのではないかという懸念、今までに経験のない民間への融資業務を郵貯・簡保が行うことに対する不安に対してこれか執られるべき策のひとつの案として提案をしていく。

また、郵政民営化でサービスが悪くなるではないかという懸念、郵貯・簡保というメガバンクが登場することによる他の民間金融機関への影響、今まで経験のない民間への融資業務を郵貯・簡保が行うことに対する懸念に対して、第三章への導入的批判を行う。

第3章ではこれら民営化への問題点に対して、私達なりに分析したことを述べる。まず初めにSCP仮説を用いて、日本銀行の競争力の問題を述べる。次に、民営化によって起こる郵便局の事業独占の可能性について、完全競争市場の社会的厚生のモデルを用いてその可能性が低いことを述べる。また、ここでSPC仮説を具体的に説明するとともに、ナッシュ均衡の考え方を用いて、市場での競争力増加の期待。同時に、イコールフッティング（競争条件の一致）の重要性を示す。同じ競争条件の下での競争力の増加の重要性について述べるのである。そしてそこで、規模の経済や人的資本の増加による内生的要因からの内生的経済成長論を提案し、市場の活性化を述べる。

終章では最後にまとめとして民営化の必要性を改めて述べる。また、私たちのやり残した今後の課題を述べる。

第１章　　現状分析と問題点について

日本の郵便局の制度は１８７１年に前島密によって創設された。その当時は郵便局という名称ではなく郵便役所や郵便取扱所と呼ばれていたが、１８７５年に現在の郵便局に統一された。そして２００７年１０月には持ち株会社「日本郵政株式会社」に変わり民営化される。ちなみに傘下には郵便事業株式会社と郵便局株式会社が加わる。

郵便局では現在「簡易保険」「郵便貯金」「郵便」の三本だった。

では今後民営化された時上記の制度はどのように変わるのか。

まず「簡易保険」だが元々は郵政事業庁が運営していたが、２００３年４月に日本郵便公社発足の際に移管された。この保険の中には終身保険や定期保険、養老保険などがある。保険の上限は１千万だが加入時に医師の審査が不要なのが特徴である。今までは顧客に提供できる金額は少額で一時払い養老保険などの貯蓄性を持つことで民間保険とは区別されてきた。しかし、民営化後は保険金の上限が撤廃され民間と同様の本格的な保障性の保険になる。簡保の貯蓄性保険が低金利による運用難で利回りが低下しているのが現状でその打開策として行われるのだが、民間からは民間圧迫との批判があるのが現状である。

次に「郵便貯金」だが郵便貯金とは郵便局が「簡単で確実な貯蓄手段」として提供している貯蓄サービスで２００４年の３月末の残高は２２７兆円にもなる。民間銀行の残高をすべて足したとしても上回っていて、日本の個人金融資産の二割を占めている。

定期貯金は半年複利で利息がつくが、最近は超低金利の影響で残高が減少している。定額貯金は残高全体の７割強を占めるが残高は２００３年の１年間で９兆円近くも減少し、政府では２０１６年までに郵貯残高全体は１４３兆円まで減ると考えられている。

郵貯の上限は一人１千万円までで、貯金と利子は政府が保証している。民間金融機関は万一の時のために預金保険機構に保険料を積み立てているが、郵政公社は預金保険料を免除されている。しかし今後民営化後に支払う必要が出てくるとき預金保険料年間１千億円前後に上がると予想される。しかし今後民営化することで劇的に変わるものがある。
郵便貯金は民営化される以前までは貯金の全額を国が補償しているためペイオフの対象外とされている。極端な話、いま日本郵政公社が破綻したとしても貯金の金額を全額払い戻される。しかし民営化後の郵便貯金銀行は民間銀行と同様にペイオフが適用されるため民営化開始後の契約は政府の保証がつかない。ちなみに民営化開始以前の契約は今まで通り政府の保証が付いてくる。しかしこれでは民間と同じ土俵に立っていない状況として批判の対象になっている。

· ペイオフとは・・・

ペイオフとは金融機関が破綻しても一定額（現在は元本１千万円と利息）まで預金を保障する制度のこと。逆に預金全額は補償されない制度でもある。

どちらの機関においても民営化されると桁違いな大きさの日本金融機関になる。郵便貯金と簡保の基本は政府が保証している間は大きく変わらないと思われ、株式を政府が保有できる足を埋めるために活用されている。非効率な投融資の穴は国民の税金で穴埋めされ、負担は国民自身に回ってくる。さらに「見えない国民負担」には将来必要になる財投機関の不良債権処理費用にもなりうる。

三本柱とされてきた残りの一本は「郵便」である。近年インターネットなどの伝達技術の発達が著しくうなぎ上がりになっている。そんな状況のため郵便物が減少傾向にある。さらに業界内でもメール便と郵便の違いも挙げられる。メール便も郵便も共に文書を冊子などで運ぶサービスという点では全く違いは無いが、信書（特定の受取人に特定の内容を伝える文章）は郵便でしか運べないという大きな違いがある。この違いが、郵政とヤマト運輸の争点となっている。そこで郵政はコンビニの集客力に注目した。大手コンビと提携しＡＴＭや店舗への郵便ポストの設置やゆうパックの取り扱いによりもう一度郵便に人の目を向けるような政策を出している。これはドイツポストが民営化の際収益数と顧客便利性を高めることに成功したことをまねしたものである。

さらに郵政は国際化も虎視眈々と狙っている。国際物流市場は国際配達便、海上輸送貨物、航空貨物、陸上輸送貨物などの分野の得意な企業が市場を独占してきた。米国のＵＰＳやフェデラル・エクスプレス、ドイツポスト、ＴＰＧ（オランダ）が独占しているが、その中でも２社は民営化の発展の結果である。しかし、現在の郵政には上記の分野の中で得意な分野が無い状態にある。出来れば四強の中に入り込みたいと思っているが今後の課題はかなり多いだろう。郵政はさらに郵便分野において全国一律の「ユニバーサルサービス」という制度を新たに設けた。これは過疎地にいても都市部と同じ水準のサービスを提供するために作られた。しかしこの制度を使うことによってある利点が生じる。それは法人税の免除という利点のことだ。

以上の内容が民営化後も行われる事業である。

次に過去の民営化について見てみる。

過去に民営化したものの中で最も比較対象にされるのが国鉄の例がある。旧国鉄は１９８７年４月に分割民営化しＪＲ旅客６社とＪＲ貨物は発足した。国内の移動手段として当時は主流だったが、１９６４年に赤字に転じた。その後も赤字は減ることなく増加していった。民営化当時は長期債務が３７兆円にまで膨れ上がっていた。旧国鉄私用地やＪＲ株式の売却で一部を返却する予定だった。しかしバブル崩壊により計画は倒れ、結局２０兆円強の負債を国の一般会計に引き継がれ税金で処理されることとなった。

ＪＲは赤字路線や余剰人員削減により経営は改善され東日本、東海、西日本のＪＲは完全民営化にまで辿り着いた。現在の郵政とはいくつか違いがあるものの、民営化の規模はかなり大きい。旧国鉄のような問題を抱えないために慎重に事前改革を行うべきとする声が多い。

現在日本郵政公社の常勤職員は２００４年の時点で２６万人以上になっている。これは旧国鉄時代の人数に匹敵する規模で、現時点で横領などの犯罪で懲戒免職される国家公務員の数はダントツに多い。全省庁で免職となった人数は１８０人で郵政公社の人間は約4分の３を占めている。まずはこの状況も打開しなくてはならない。

第２章　郵政民営化に伴う問題点への批判

ここでは、郵政民営化に、「間から民への支配」に伴って起こり得るとかんがえられる問題のいくつかについて論じていく。

では、早速、郵政民営化後に起こり得る問題を挙げていく。まず、民間会社になると将来は採算の取れない過疎地の郵便局は次々に閉鎖されてしまうのではないかという懸念、過疎地の郵貯・簡保はなくなってしまうのではないかという懸念、郵政民営化でサービスは悪くなるのではないかという懸念・、郵政民営化で外資に株が多量に買われ郵貯銀行・簡保が外資に支配されてしまうのではないかという懸念、郵貯・簡保が国債を買わなくなると大きく利子率が上昇してしまうのではないかという懸念、郵貯・簡保というメガバンクが出現することによる他の民間の金融機関への影響、郵政民営化で今まで経験のない民間への融資業務を郵貯・簡保が行うことに対する不安、郵便の民営化による他の民間業者への圧迫。これらが、郵政民営化に伴って起こり得ると考えられる問題であるが、これらについて、これから一つ一つ考察していく。

では、まず第一に郵政が民間会社になると採算の取れないかさとの郵便局は将来閉鎖されてしまうのではないかという問題から考察していく。２０１７年に、湯便貯金銀行・郵便保険会社の二社は持ち株会社の全株の売却によって完全な民営化に変わるが、郵便事業会社と郵便局会社の二社は２０１７年以降も全株の３分の１は政府が保有し、法律で郵便局網の維持が義務づけられているので、経営合理化のために、過疎地から郵便局を撤退するということはない。しかし、現在、全国の１万2800局もの郵便局が赤字であり、その赤字を国民の税金で補填しているのも事実であるからそのままにしておくわけにはいけない。赤字体質改善のためにも特定局制度の廃止や民営化後は郵政事業とともにコンビニや旅行代理店のような業務を行うことも可能になるので、郵政民営化後の郵便局は過疎地であっても、経営の効率化が図られることが必要である。

次に、郵政民営化に伴い過疎地の郵貯・簡保がなくなってしまうのではないかという懸念であるが過疎地の郵便局の金融機能の維持のために２０１７年の郵貯銀行・郵貯保険会社の２社の株式売却益・配当収入などの一部から一兆円（最大二兆円）を社会・地域貢献基金として積み立て、交付されることになっている。しかし、過疎地の金融機能維持のためには、郵貯銀行だけではなく、地元の農協や信用金庫・信用組合・地方銀行などにも、参加の機会が与えられると考えるべきである。その際には、ある郵便局で金融サービスを維持するためにはねんかんいくらもらえればやるかという入札が行われることになるだろう。その入札金額が一番低い、つまり補助金が一番少なくてすむ金融機関がその郵便局の窓口サービスを維持することになる。

次に、郵政民営化がサービスの低下を引き起こすのではないかという懸念。しかし実際はその逆である。国鉄からＪＲに民営化された後に、多くの駅のホームにコンビニが設置されたのと同じように、過疎地の郵便局の閉鎖のところでも少し触れたが、日本郵政公社はかつて国営であったがために業務の拡大には相当の制約があったが、民営化によってその制約がなくなれば、宅配業者と同じように引越し業を出来るようになるし、旅行の代理店も、物販も可能になるのである、郵便局がコンビニになり、そこで旅館の予約チケットの受け取りも可能になる。

次に、郵政民営化によって多量の株が外資に買われ郵貯銀行・簡保が外資に支配されてしまうのではないかという懸念。

このことは、株の売り出し価格が低ければ、日本の投資家がこぞって買いに入り、逆に日本の投資家が見向きもしないほどの売り出し価格の高さであれば、外資がそこに買いに入ることはないであろう。よって、外資による郵貯銀行・簡保の支配の可能性はとても低いと考えられる。しかし、ポイズンイル(毒薬条項)などの買収防止策を講ずる必要がある。

次に、郵政民営化により郵貯が国債・簡保を買わなくなることによる激しい利子率上昇への不安。２０１７年に郵便貯金銀行。と郵便保険会社の二社は、完全に民営化されるので新たに国債を買うか買わないか、手持ちの国債を売りに出すか否かも、経営判断でできるようになる。そうすると、ただでさえ飽和状態の国債市場に、大量の国債が放出される可能性が出てくる。そうなると国際価格が暴落してしまい、長期金利が急上昇してしまい経済に急ブレーキがかかってしまうという魚それがある。→Ｂ＝αＡ/ｒ　　このような最悪の事態を避けるためにも、２０１７年までに日本の財政再建を果たし国債マーケットを緩和させておく必要がある。政府は、２０１０年代初頭にプライマリーバランスの黒字化を目指している。これが実現すればその後の国債は減り始めるであろう。

次に、郵政民営化による郵貯銀行・簡保という巨大メガバンクの登場による、他の民間金融機関への影響であるが、今回の民営化方には郵貯・簡保の分割が盛り込まれることはなかった。しかしながら、このような巨大メガバンクの登場が金融市場に加わることで、金融市場を乱す恐れがある。民間金融機関との対等な競争関係構築のためにも、郵貯銀行・簡保の適正規模の分割が必要であろう。そこでひとつの案として、提案するのが郵貯銀行・簡保の地域分割である。今日の日本の金融機関には都銀と一県一行の他の銀行の間を埋める存在がない。そこで、郵貯銀行・簡保が地域分割すれば今の地域銀行にはない広域な地域銀行が生まれることになる。そのことで、地域の資金が地域で回る新たな資金循環が生まれ、地域経済の活性につながる。

次に、郵政民営化によって、今まで経験のない民間への融資を郵貯・簡保が行わなければならないという問題。郵貯銀行と郵貯保険会社は、２０１７年の完全民営化され、民間の金融機関になるがその際に１００兆円以上の資金を、民間に融資しなければいけない。しかしながら、郵貯は２００１年３月には、資金の全額を財政投融資に預託してきたので、民間に直接融資した経験がない。そのあと、公社化したものの、資金運用は、国債などを中心にしており、やはり民間への直接融資の経験がない民営化後に民間への直接融資の道が開かれるが、問題は資金を不良債権化せずに民間に融資するノウハウを持ち合わせていないことである。特に既存の民間銀行におおきな影響を及ぼすと考えられる２０１７年以降は、特にこの問題が深刻化する。融資審査能力のある人材の中途採用などの手段を取ることは可能であるが、この郵便貯金銀行の規模からすると、それでは対応しきれない。

ここで、郵政民営化前の金融全体を見てみると、郵貯が資金集めを行うすなわち、資金の入り口を担っており、そして、その資金の融資すなわち資金の出口は、政府系金融機関となっている。郵貯の民営かも始まり、また、政府系金融機関の改革も進められている。そのために両者を一体的に改革するのが当然であろう。郵貯を民営化し、地域分割する。政府系金融機関も民営化の上、地域分割した郵貯に統合をする。このようにすれば、郵貯銀行は政府系金融機関の審査能力をうけることが出来、政府系金融機関は郵貯の資金調達力を得ることが出来る。

最後に、郵便の民営化による他の民間業者への圧迫であるが、日本郵政公社が発足した２００３年４月、信書便法によって民間事業者がこの分野に参入さすることが認められた。それ以前は、この分野は郵政事業独占とされ、それを破った場合は、新書を配達した事業者も、依頼した人も双方とも、「懲役３年以下、もしくは罰金１００万円以下」が課されていた。しかし、宅配事業者などは、すでに荷物の配達では全国の完全なネットワークを作り上げているので、新書分野の事業拡大を目指していた。ようやくそれが新書便法で実現したが、参入の条件が厳しく、たとえば全国くまなく１０万本の鍵のかかるしっかりとした差出箱（ポスト）を設置し、それを毎日回らなければならないという厳しいものであった。このため、まだ一社も新書事業には参入していないのが現状である。実際新書事業への参入を目指す業者はいたが、現実には参入がない。２００７年からは、郵便も民営化され、株式会社として事業が自由化される。ＳＨ人書の独占を抱えたまま、経営が自由化されると民間業者は大きな打撃を受けるであろう。最も懸念される心配は、競争相手のいない信書分野で稼ぎ、その稼ぎを競争分野であるゆうパック料金の引き下げに使うことである。民営化と同時に信書の参入を促進してイコーフィッティングを実現しなくてはならない。

このように、郵政民営化に対する懸念、不安は多々あるが、すでに政府の策が講じられているものも多くある。しかし、問題点解決の良い案があって審議されているものでも、実際に法案にまとまっていないものもあるのは事実である。その多くは、いままで公共のものだった郵政事業が民営化されることによって与える民間企業への利害からくるものである。イコールフィッティングの元で、郵政と民間企業の完全案競争関係が、経済成長のためにも望ましい。完全なる郵政民営化までに、このような問題点の解決策となる法案がまとめられることが必要であろう。

　

第３章　ミクロ・マクロから見た郵政民営化の必要性

　今まで見てきたように、民営化には多くの問題がある。それは主に利子率の上昇、各民間企業への業務圧迫、法人税の未払いなどである。しかし、私は民営化によって、経済は活性化されると考える。そのためにこの章ではミクロ・マクロ的観点から民営化による金融面への影響を考え、民営化の必要性を述べる。

　先日、ある大手銀行が過去最高利潤を達成したことがニュースや新聞などのメディアで取り上げられていた。その要因の1つとして量的緩和政策やゼロ金利政策が挙げられる。しかし、ここで私は１つの要因として、SCP仮説を挙げる。

　SCP仮説では市場集中度といった概念が用いられる。市場集中度というのは、企業をシェアの高い順（例えば、３社、５社など）に並べ、その累積シェアを表すものである。SCP仮説というのは、この市場集中度が高いほど市場の成果が悪くなるというものである。つまり価格は上がり利潤が増えるというものである。たとえば、今利潤を増やしている大手企業が３社あるとする。その３社が協力し１つの会社を形成(独占)し、その会社が利潤最大化行動をすると過程する。しかし、あとで詳しく述べるが、独占には非効率性が考えられるので独占を行うのはまれであり、通常、現在のような複数の企業が存在する。この複数の企業が存在する場合が市場集中度である。この、独占が行われず、複数の企業が存在する場合、企業同士が協定し価格をある金額に決定したとする。この場合、協定が完全であり、ある意味１つの独占を形成するような形であれば良い。しかし、この協定を組んだ三社のうち１社が、利潤獲得のために、ばれないように協定を破る恐れがある。この協定を破る恐れは、市場集中度が高いほど（企業の数が多いほど）大きくなるのである。つまり、「市場集中度の危険性と利潤獲得の比例的関係」があるといえるのである。このことは、後で述べるナッシュ均衡でも説明する。

　今の日本の銀行はこれに似た形で存在している。今の銀行で価格協定を破るという前記の例は考えにくい。そこで、この価格協定を生産性（サービス）の向上といった面で見る。SCP仮説を生産性といった観点から見た場合、市場集中度は｢複数企業の利潤獲得の保険｣と考えられ、協定を破ること、すなわち、サービスの向上は利潤獲得へとつながる。つまり、今の日本の銀行は、大手銀行が3社ほどであり、各銀行のサービスにはそれぞれの特徴が見られにくい（市場集中度が高く競争の程度が低い）。なおかつ、協定をやぶるようなこと（サービスの向上）も考えにくいのである。そこで、郵政民営化が必要である。

　なぜ郵政民営化が必要か。それは、銀行と郵便局間の競争力増加による、市場の活性化が期待できるからである。郵政民営化が起こると、今の民間の銀行の顧客が郵便局に移動し、今の民間の銀行の業務圧迫が反対派の要因のひとつとして挙げられる。しかし、その可能性は低い。その根拠として、ミクロな観点から独占の非効率性を使って説明できる。

　まず、消費者の余剰と生産者の余剰の合計を社会的厚生という。市場取引を通じてこの社会的厚生が最も大きくなる場合に、市場は効率的であるという。図１では完全競争市場の需要曲線と供給曲線が描かれている。このときの生産量ⅹ、価格P点で需給が一致しており、均衡点がBである。この場合、消費者余剰は△ABPである。そして、生産者余剰は△CPBである。このときの社会的厚生は△ABCである。しかし、独占がおこり、独占企業によって生産量がｘ１に、価格がP1に決定されるとする。すると、図１において消費者余剰は△ADP1になり、生産者余剰はP1DECとなる。したがって、社会的厚生はADECとなる。つまり、社会的厚生は完全市場競争のときと比べると、三角DBEだけ少なくなる。したがって、独占が起こると社会的厚生は低くなり、市場は効率的でないといえる。つまり、民営化によって独占が引き起こるとは考えにくい。


[image: image1]
　しかし、独占の非効率性を示しただけでは経済の活性化を示したことにはならない。そこで、先ほど示したSCP仮設をさらに検討するために、ここではゲーム理論のナッシュ均衡の概念を用いる。

　はじめに、企業Aと企業Bが存在する2社の市場集中が起こったとする。図2では、A社が価格引き上げか現状維持を選択した場合、B社が価格引き上げか現状維持を選択した場合の利潤の違いを表している。

　　　　　　図2

　　　　　企業B　　　価格引き上げ　　　現状維持

　企業A

　価格引き上げ　　　　　(100,100)　　　　(30,130)

　現状維持　　　　　　　(130,30)　　　　(60,60)

両社が価格引き上げを選択すれば、両社間の競争はなくなり両社は独占的な高利潤を期待できる。しかし、前記の独占の非効率性からわかるように、独占はまれである。次に、両社が現状維持を選択した場合、両社の利潤は低い。ここにおける複線市場での均衡の可能性は、両企業が同時に価格を引き上げるか、あるいは同時に現状維持を選択した場合である。この両社の状態をナッシュ均衡という。そのどちらになるかは、両社が協調して行動するか、あるいは競争的に行動するかのどちらかである。私は、現在の日本の銀行はこの現状維持の常態と考える。銀行が過去最高の利潤を獲得した理由のひとつに量的緩和政策やゼロ金利政策を挙げた。それにより、銀行間のお金の貸し借りの時に利子がほとんどつかず、比較的スムーズな経営が行われたと考えられる。つまり、現在、銀行の利潤が増えたのは金融政策による援助のおかげだと考えられるのである。そこで三番目の状態が重要である。片方が価格を引き上げ、片方は現状維持を選択するという状態である。この場合、価格を引き上げた企業の利潤は減少し、現状維持を選択した企業は利潤が多くなっている。これを、先ほどのように生産性(サービス)の向上の観点から見ていく。片方がサービスの向上を行う。つまり、より競争的になればそのまま利潤は増加する。つまり、民営化によって独占の可能性は低いが、競争力が増加し市場の活性化が期待できる。また、そのためには銀行と郵便局とのイコールフッティング（競争条件の一致）が必要である。例えば、郵便局も、今の民間と同じように管理され、税金もしっかり払うといったものである。ここでも、ナッシュ均衡を用いて考える。もし、両社とも協力し、イコールフッティングが完全に成り立つとする。その場合、両社とも独占的利潤を得ることになる。しかし、仮に民営化が行われないとする。そうすると、両社の利益は現状維持のままである。そして、一方が利潤獲得目的のためにイコールフッティングを破ったとする。そうすると、一方の利潤は上がるが、一方は下がってしまう。つまり、両社の利潤獲得にはイコールフッティングが必要になる。郵便局だけ、経営面で特化してはいけないのである。

そこで、具体的に何をすればいいのか。私達はここで規模の経済（生産規模を拡大するとき、ある程度までは収穫は逓増し、大量生産の利益が生じる）の考えによって分業の重要性を示す。特に内部的要因である、労働の熟練度の増加に注目する。民営化によって、過疎地や都市部でも無駄だと思われる郵便局は次々に壊されていく。しかし、郵便局員は公務員であり、ある程度身分が保障されている。つまり、局自体はなくなっても、労働者の数自体はそれほど減らないのである。そこで、郵便局員は第1章でも述べたようにコンビニあるいは、必要なら他の民間の銀行などの協力を得て業務の幅を持つようにする。そうすると、仕事が多くなると予想される。だからこそ、現状の労働者の数を有効に使う。分業をすることにより、専門的な知識が必要になる。また、ある程度の削減が考えられるが、その対象を能率の悪い労働者とすれば、郵便局内の労働者同士の競争が期待できる。つまり、これからはこの多くの労働者の人的資本の増加が必要になる。そして、この、人的資本の増加によって経済成長を促す考え方はマクロ経済学では内生的経済成長論という。

内生的経済成長論とは、長期的な経済成長の重要な源泉が、技術進歩や労働人口の増加といった外的な要因ではなく、資本ストックの増加という内生的な要因の経済活動にあることを意味している。この内生的経済成長論を考えるにあたって重要になるのが前記した人的資本の増加ともう１つ、技術や知識の外部性の問題である。

技術や知識の外部性とは、各企業の努力によって蓄えられる生産技術に関する知識には正の外部効果があり、自らの生産性を高めると同時に、他の企業の生産性をも高める効果があるというものである。この場合、資本の限界生産性は逓減しなくなる。資本の限界生産性とは、資本ストックを1単位増加させると生産量Yがどれだけ増加するのかという関係である。この資本限界性は資本ストックの量が小さい場合は高いが、資本ストックの量が大きくなるにつれてしだいに小さくなるというのが、資本の限界生産性の逓減である。しかし、技術や知識の外部性が働けば、資本の限界生産性は逓減しない。具体的に言えば、ここの企業の生産量Yは、自らの資本ストックKや労働量Lだけでなく、他に、経済全体の平均的な資本ストックK*にも依存し、

　　　　　Y=F(K,K*,L)

という式ができる。すべての企業が同じように自らの資本ストックKを増加させた場合、平均的資本ストックK*も同時に増加する。つまり、経済全体でみれば、資本ストックKが上昇しても、生産量Yは減少しない。そして、この場合、経済成長がある程度進んだ場合でも、企業は持続して資本ストックKを増加させようとする。すなわち、人的資本の蓄積により、経済の活性化が期待できる。

つまり、郵便局の生産性の向上は経済成長を促す。そして、郵便局の努力の結果、他の民間企業も競争力を持たせ、市場の活発化が期待できる。

また、現在郵便貯金や簡易保険は多額の国債を買っている状況である。第２章でも述べたが、民営化が行われ、郵貯、簡保の多額な資金が「官から民へ」流れるようになると利子率上昇の恐れがある。民営化によりいくつもの問題が生じる恐れがある。しかし、私達は民営化による各民間銀行の競争力の増加による市場の活性化を期待する。民営化は量的緩和政策が解除され、ゼロ金利政策解除のタイミングが問題になっている今だからこそ民営化が必要なのである。

終章

　郵便局の民営化は日本経済に大きな影響を及ぼすことを理論的に説明してきた。私達は郵政民営化を金融面から考察してきたが、おおまかに私たちの論をまとめる。

第１章では、郵政民営化を歴史的観点から現状分析と問題点を考察してきた。郵便制度がどのような経緯で創設されたのか、現在どのような現状で、どのような問題に直面しているのか、そしてこれからどのように変わっていくのかのプロセスを述べてきた。

簡保においては、顧客にとって安易で加入しやすいという点で親しまれてきたが、民営化後は、民間と同様の本格的で保障性を重視した保険になるだろう。そして民間との競争が激化し、これが民間を圧迫するという問題も懸念されている。

郵貯においても地域との関係が厚く、政府が背景にある信頼性、簡便性、そして何よりも郵政が民営化されれば、日本最大の金融機関になるので民間金融機関の圧迫を否めない。しかし郵政は「見えない国民負担」として非効率な投融資を行い国民の税金で穴埋めしてきたので、民営化が必要だと考える。郵政のユニバーサルサービスや郵政の国際化によって、民間企業との競争で日本経済を刺激する役割を果たすだけではなく、世界における競争で経済の発展が期待できる。

　第２章では、郵政民営化に伴う問題点を取り上げ、どのように改善していけばいいのかを考察してきた。ここでは主に郵貯、簡保が今までよりもサービスの質を落とす原因になるのではないかという問題と、民間への圧迫、郵政民営化により郵貯が国債を買わなくなることで、国債の利子率の急激な上昇を招き、国債の信用度を下げるという問題を述べてきた。

郵政が民営化されれば経営の合理化により改善措置をとるだろう。法律で定められているとおり、経営の合理化を目的として郵便局が過疎地から撤退することはないのだが、多くの郵便局では赤字経営の状態なので、経営の効率化を図ることが必要になる。

郵政は信書を独占的に扱えるという特権を持っていたが、法律が制定され民間にも信書を扱えるようになったことを述べた。実際に民間にも信書を分野への参入が可能になったが、厳しい条件を満たさなければならないので民間事実上参入できない状態にある。事実上の独占状態の中、郵便局は信書分野で稼ぎ、サービスの引き下げで民間と差をつける。

　これらの問題に対して私達はどのように考えていけばいいのか。

これまで考察してきて浮かび上がってきた問題点は日本経済に悪影響を及ぼすだけなのか。第３章では、経済理論を用いて、郵政民営化によって日本経済は活性化するという立場で論理的に説明した。

　ＳＣＰ仮説を用いることで、市場の集中度と利潤の比例的関係を説明した。現段階の日本の銀行の効率さに疑いを持つことにより、銀行のサービスの向上が利潤を増やすのに重要になってくるので、郵政民営化は必要である。

　郵政民営化が必要な理由は、競争力の増加が市場の活性化を期待できるからである。郵政民営化されれば、民業圧迫の批判を受けるが、そうなる可能性が低いことを、ミクロ経済学の基礎理論の独占の非効率性を取り上げて説明した。独占企業の生産量は社会的に効率的な生産量よりも少ない。死荷重量が発生するので、効率的であるとは言えないことを述べた。また、ゲーム理論を用いて、郵政公社と民間企業の両者が現状維持を保てば、両者の利潤の獲得は少なくなる。両者が競争すると、両者が経営的戦略を立てるので、両者の競争意欲が増し、相乗効果が見込める。どちらか一方が現状維持を保ち、もう一方が戦略に乗り出すという利己的な行動をとれば、利潤に差が出てしまうので、両者がともに成長していくためにはイコールフッティングが必要である。

　経済学の理論として規模の経済という考えがあるが、これを用いて分業の重要性を説明した。規模が大きくなると、人的資本の増加が必要になる。そして人的資本の増加が経済成長を促す内政的経済成長が期待できる。このことから、郵政民営化によって郵便局だけでなく、民間も生産性を高めることができ、経済の活性化につながる。

　これまで、郵政民営化による民間への弊害が懸念されるなか、ミクロ経済的には激しい競争であまり収益を伸ばすことができない企業が存在しても、マクロ経済的には相乗効果でお互いがお互いの収益を伸ばす役割を持つので、これが結果的に日本経済を成長させて、日本のマクロ経済の底上げを促すきっかけになるのではという結論に至った。

　最後に私たちが積み残した問題、今後の課題として、第２章で郵政民営化に伴う問題批判で、考えうる問題の多くを提示した。しかしこれらの問題に対する私たちによる理論的検証はまだすべてなされておらず、今後の課題として取り組むことにした。経済理論やデータを用いて多角的に検証していきたいと思う。また歴史的、構造的、横断的に分析していくことにより、有機的なアプローチができるので、こういった点に留意しながら、考えを深めていきたい。
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